「炭素税」否定側第二立論（デメリットの立て直し）


１.日本は既に他の国々に比べて、省エネルギーが進んでおり、さらなる二酸化炭
素の削減には相当のコストがかかると考えられています。 
経済産業省のH.P(www.meti.go.jp/topic/data/e97924ij.html#Q9)より資料を引用
します。(引用開始) 
「我が国は、既に省エネルギーの進展し、原子力への依存度が高い等により、１９９４
年時点でＧＤＰ当たりのエネルギー原単位が、アメリカ、ドイツ、オーストラリアがそ
れぞれ３３８、１９２、２９５であるのに対して１５５と極めて小さくなっています。
このため、ＣＯ２排出削減の余地が小さく、追加的なＣＯ２削減のためのコストが高く
なっています。従って、一律の削減率とした場合には、例えば工業生産の抑制など経済
への影響は我が国の方が大きくなると考えられています。」(引用終了)

２.そのために我国全体から見た場合の長期的な経済損失は他国より数段大きくなると
考えられるのです。そのことについて論点1と同じ資料より引用します。(引用開始) 
「ちなみに、豪州の試算では、(CO2の)１９９０年安定化を前提とすると、２０００年
から２０２０年の日本の国民当たりの経済損失は、欧州の約１８倍、米国の約５
倍程度の大きさとなっています。」(引用終了)



○鉄鋼業などどうしても二酸化炭素を排出してしまうような業界の大半はプランに
より大きな打撃を受けてしまうことが予想されます。 
日本政策投資銀行のwebpageより引用開始 
(www.dbj.go.jp/japanese/research/download/pdf/industry_report/r09.pdf) 
「また、このCO2排出量をもとに、低率と言われる炭素トン当たり３千円の炭素税
の導入した場合と炭素トンあたり３万円の炭素税を導入した場合の炭素税負担額を見
てみると、業種別には鉄鋼業のウエイトが一番大きく、全体の約1/3を占める。次いで化
学工業、金属機械、紙・パルプ、窯業・土石の順になる。鉄鋼における石炭、化学に
おけるナフサを原料として炭素税算定の際に控除すると上記負担額は軽減されることに
なるが、それでもエネルギー多消費型産業においての負担額は莫大なものと思料される
。このように、CO2の排出量規制が製造業に与える影響は非常に大きいものと考えられる
」(引用終了)




○企業は生産拠点を海外に移し、かえって二酸化炭素排出量が増大する。 
日本政策投資銀行の産業・技術部2002webpageより引用開始 
(www.dbj.go.jp/japanese/research/download/pdf/industry_report/r09.pdf) 
「また、温暖化対策税を導入した場合には、特にエネルギー多消費型産業におい
て、周辺国に立地する競合企業に比べて生産コストが一方的に著しく上昇してしまい、
競争環境を歪めてしまうこととなるため、国内の製造業全体としてみると、日本の国際
競争力低下の一因となることも予想される。企業は、温暖化対策税の負担を回避するた
めに、コストが安く、京都議定書の上限がない中国等に生産活動の拠点を移すことも考
えられる。これでは、国内において確実にCO2の排出量を削減できたとしても、日本よりCO2
排出原単位の高い地域へCO2の排出を転嫁したに過ぎず、地球規模で考えた場合にはCO2
排出量の増加となってしまい、地球温暖化につながる可能性もある」

